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資料２



「SDGs推進方針」の策定（2019年3月15日理事会決議）
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「SDGs推進方針」

不動産証券化協会は、国連が「2030アジェンダ」として採択し日本政府も推進するSDGs（持続可能な開発目標）
の達成に向けて、不動産投資・証券化市場での事業活動（注１）において、経団連の企業行動憲章（注２）ならびに
当協会自主行動基準にしたがって積極的に取り組んでいく。そのために当面下記の活動を行う。

記

１．会員社に対してSDGsの認知を広め理解を深めるための活動を行う。

２．不動産投資・証券化市場におけるSDGsおよびESGに関する会員社の情報発信活動を支援するとともに、
会員社によるSDGsおよびESG関連活動を集約し、その取り組みを当協会として発信する。

３．不動産投資・証券化市場におけるESGのあり方に関して投資家との相互理解を深める。

４．上記の活動に取り組むために、社会広報委員会（広報推進委員会の改組）やSDGs・ESG小委員会の
設置等、専門委員会等を改組する。

以上

注１ 不動産と金融の融合分野での事業活動に限り、不動産業、銀行業、証券業、信託業等各業種固有の事業活動は含まない。
注２ 経団連は、Society5.0の実現を通じたSDGsの達成を柱として2017年11月8日に企業行動憲章を改定した。



ESG投資に関する機関投資家へのアンケート調査結果

3

第18回 ARES機関投資家の不動産投資に関するアンケート調査 集計結果（抜粋）

本アンケート調査は、年金基金（原則、総資産額140億円以上）および生保・損保・信託銀行・銀行等の機関投資家（以下それぞれ「年金」、「一般機関投資家」と表記）を
対象に、資産運用における不動産（不動産証券化商品を含む。以下同じ）への投資の実態と課題を把握することを目的として2001年度より毎年度実施しているものである。
2018年度は、年金79、一般機関投資家53の計132件の回答を得た（調査期間 2018年9月19日～11月7日）。
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長期的な運用パフォーマンスが向上しない又は悪化すると考えるため
ESG投資の認知が広がっておらず、説明責任を果たせないため
その他



大型

海外投資家・機関投資家中心の大型ＪリートVS個人投資家中心の小規模Ｊリート
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大型Ｊリート：金融機関（証券会社含む）と外国法人等が大半を占める

小規模Ｊリート：個人・その他が半数以上を占める

※各社のホームページ開示資料を参照し、ARESにて作成



オルタナティブ投資について
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年金や機関投資家にとって、不動産投資の位置付けは今のところ「オルタナティブ投資」

政策アセットミックス（※1）のアセットクラスに含まれない資産（※2）への投資がオルタナティブ投資。

アセットクラスへの投資が中・長期的リターンでの視点に基づく投資であるのに対して、
オルタナティブ投資は一般的に短期的リターンでの視点に基づいて投資を行う。

（※1）年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）の政策アセットミックス
＝国内債券35％、国内株式25%、外国債券15%、外国株式25%
（なお、オルタナティブ資産は、リスク・リターン特性に応じて国内債券、国内株式、外国債券及び外国株式に区分し、
資産全体の5％を上限としている。）

【参考】2018年12月末時点の構成割合
国内債券28.20％、国内株式23.72%、外国債券17.41%、外国株式24.29%、短期資産6.38%
（全体の内、オルタナティブ資産は0.21％）

（※2）オルタナティブ資産。不動産の他、代表的なものにデリバティブ、ベンチャー・キャピタル、ヘッジファンド、商品ファンド等がある。



ＳＤＧｓとＥＳＧ投資の関係（概念図）

ＳＤＧs
（2030年に目指す社会）

政府
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資産運用者 資産保有者
（ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞｬｰ） （ｱｾｯﾄｵｰﾅｰ）CSRに基づく企業活動
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統合報告書
CSR/ｻｽﾃﾅﾋﾞﾘﾃｨ報告書

・IIRCフレームワーク
・GRIスタンダード
・TCFD提言（報告書）
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・スチュワードシップコード
・国連PRI等

・国連PRI等

政策の実行

金融サービス企業
（インデックス提供者）

・コーポレートガバナンスコード
・経団連 企業行動憲章
・GRESB

・ﾎﾟｼﾞﾃｨﾌﾞｽｸﾘｰﾆﾝｸﾞ
・除外／売却
・ｴﾝｹﾞｰｼﾞﾒﾝﾄ

＊ファンドは一般的には機関投資家に位置づけられるが、企業に投資しない不動産ファンド
やその運用会社は、ESG投資の局面では民間企業と同じ位置づけ

・グリーンボンドガイドライン
・LEED/CASBEE/
DBJグリーンビルディング

ESG経営/ESG不動産運用

ＳＤＧｓとＥＳＧ投資の関係
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TCFD報告書のポイント

7出典：環境省地球温暖化対策課（2019年3月）「TCFDを活用した経営戦略立案のススメ～気候関連リスク・機会を織り込むシナリオ分析実践ガイド～」より抜粋

「ＴＣＦＤ」＝金融安定理事会（FSB）によって設立された「気候変動関連財務情報開示タスク
フォース（The FSB Task Force on Climate-related Financial Disclosures）」
ＴＣＦＤは、全ての企業に対し、①２℃目標等の気候シナリオを用いて、②自社の気候関連
リスク・機会を評価し、③経営戦略･リスク管理へ反映、④その財務上の影響を把握、開示
することを求めている。


